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科　　　　目 科　　　　目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

　流　動　資　産 21,593,510 　流　動　負　債 12,313,795

現 金 及 び 預 金 1,825,040 買 掛 金 5,166,308

受 取 手 形 6,565 未 払 金 5,713,299

売 掛 金 6,083,179 未 払 費 用 6,823

商 品 及 び 製 品 1,355,183 預 り 金 348,727

貯 蔵 品 76,456 容 器 預 り 金 16

預 け 金 3,549,372 未 払 法 人 税 745,048

前 払 費 用 340,793 未 払 消 費 税 115,809

未 収 入 金 8,376,482 業 績 連 動 報 酬 引 当 金 1,065

貸 倒 引 当 金 △ 19,560 そ の 他 流 動 負 債 216,700

　固　定　資　産 14,447,538 　固　定　負　債 77,109

　 有形固定資産 13,793,326 長 期 預 り 金 22,259

建 物 32,058 業 績 連 動 報 酬 引 当 金 675

構 築 物 0 そ の 他 固 定 負 債 54,175

車 両 及 び 運 搬 具 0

販 売 機 器 13,385,561

工 具 、 器 具 及 び 備 品 2,298

土 地 373,408

機 械 及 び 装 置 0

負 債 合 計 12,390,904

　 無形固定資産 25,009 　　　（ 純 資 産 の 部）

営 業 権 0

電 話 加 入 権 25,009  株  主  資  本  23,628,458

　 資　本　金 100,000

 　資　本　剰　余　金　 14,997,211

　 投資等その他の資産 629,203 資 本 準 備 金 411,185

投 資 有 価 証 券 59,620 そ の 他 資 本 剰 余 金 14,586,026

差 入 保 証 金 39,600 　 利　益　剰　余　金　 8,531,247

長 期 前 払 費 用 247,392 利 益 準 備 金 62,400

繰 延 税 金 資 産 260,688 　　その他利益剰余金 8,468,847

破 産 更 正 債 権 等 4,512 別 途 積 立 金 2,379,000

出 資 金 6,345 繰 越 利 益 剰 余 金 6,089,847

投 資 等 そ の 他 の 資 産 18,835

貸 倒 引 当 金 △ 7,789 　評価・換算差額等 21,686

その他有価証券評価差額金 21,686

純　資　産　合　計 23,650,144

資 産 合 計 36,041,048 負 債 及 び 純 資 産 合 計 36,041,048
（注）記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。

貸　借　対　照　表
（2025年12月31日現在）

（単位：千円）

金　　　　額 金　　　　額
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個 別 注 記 表 

 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
１．資産の評価基準および評価方法 
（１）有価証券の評価基準および評価方法 

 市場価格のない株式等以外のもの…当事業年度末の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等…主として移動平均法による原価法 
（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品及び製品…総平均法に基づく原価法 
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

貯蔵品…………主として移動平均法に基づく原価法 
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 
 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産除く）…定額法 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ２ ～ 60年 
販売機器 １ ～ 11年 

 
（２）無形固定資産（リース資産除く）…定額法 

なお、ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（10 年以内）に基づく定額法 
 

（３）リース資産……所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 
 

３．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 

売掛金債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）業績連動報酬引当金 
従業員に対して支給する株式および金銭の給付に備えるため、当事業年度末における支給見込

み額に基づき計上しております。 
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当期純損益金額 
 当期純利益    2,380,621 千円 
 （注）記載金額は、千円未満の端数を四捨五入しております。 
  

以上 


